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監　査　委　員

３年監査公表第７号

　 、 及び から請求のあった事項について、地方自治法（昭和22年法律第67号）第242号第５
項の規定により、監査を執行したので、その結果を次のとおり公表する。

　令和３年６月25日　　　　　　　　　　　
京都府監査委員　森　　　敏　行　
　　　同　　　　小　林　裕　明　

住民監査請求に係る監査結果

第１　監査の請求
　１　請求書の提出
　　　請求人 、 及び から令和３年４月15日に、地方自治法（昭和22年法律第67号。以下「法」
という。）第242条第１項の規定による請求があった。

　２　請求人
　　　住所　
　　　氏名　
　　　住所　
　　　氏名　
　　　住所　
　　　氏名　
　３　請求の要旨
　　　請求の要旨は、監査請求書によれば次のとおりである。
　　⑴　請求の趣旨
　　　　政務活動費は、法及び京都府政務活動費の交付に関する条例（平成24年京都府条例第68号。以下「交付条例」

という。）に基づき、会派と京都府議会議員（以下「議員」という。）に対し、議員の調査研究その他の活動に資
するため必要な経費の一部として交付されている。

　　　　当然ながら、会派及び議員は府民に対し、政務活動目的への支出の合理性を示す根拠を明示し、合目的的な費
用であると積極的に説明する責任を負っている。

　　　　政務活動費の使途については、住民から厳しい目が注がれており、廃止を求める意見まである。
　　　　それゆえ、政務活動費の前払い制が不正を助長するとして、後払い制を導入する自治体も現れている。
　　　　京都府内では、全国に先駆けて導入した京丹後市議会に続いて、福知山、綾部、城陽各市議会と久御山町議会

が後払い制に改めた。
　　　　京都府議会（以下「府議会」という。）においても政務活動費の使途をより明朗化し、適正に運用するため
　　　　・申請・交付の方法は政務活動費の「渡し切り」ではなく、後払い制を採用すること。
　　　　・使途基準や使途制限の規定等は第三者機関の審議に委ね、府議会は尊重すること。
　　　が必要と思われる。
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　　　　以上の事柄について、監査委員は留意の上、監査を行ってもらいたい。
　　　　ところで、令和元年度（2019年度）５月から３月に交付された政務活動費について、調査・分析を行った結果、

政務活動費の不適切な目的外支出が見受けられた。
　　　　ア　「人件費」について
　　　　　　生計を一にする親族の職員雇用については、一般の人の雇用に比べ、より疑義を生じるおそれが多く、そ

れゆえ、他の自治体においても、充当することはできないとしているところや按分率の上限を３分の２に抑
えているところである。

　　　　　　裁判においても按分率を一般人の上限を１分の１とするのに対し、親族の場合、按分率の上限を３分の２
とし、按分率が判然としない場合は一般人２分の１に対し、親族の場合３分の１と判断する判決（平成28年
２月４日京都地裁判決（平成23年（行ウ）第31号損害賠償請求行為等請求事件）。以下「京都地裁判決」という。）
が出ている。

　　　　　　これらのことを考慮に入れるならば、親族とりわけ生計を一にする親族の職員雇用を認めるとしても、最
大按分率は、上限を３分の２（按分率が判然としない場合は、３分の１）とすべきであり、それらを超える
部分については不適切な目的外支出である。

　　　　イ　「事務所費、事務費及び人件費の合計額が交付金の80％を超えるもの」について
　　　　　　調査研究費、研修費、広聴広報費、会議費、資料作成費等調査研究活動そのものの行為に対する費用につ

いて、少額の支出しか行っていないにもかかわらず、事務所費、事務費及び人件費の合計金額が交付金の
80％を超えている議員もおられるが、これでは実際に政務活動を行ったという説明責任が果たせていない。
それゆえ、事務所費、事務費及び人件費の合計金額が交付金の80％を超えるものは目的外支出である。

　　　　　　もし、このような支出が認められるならば、最終的には事務所費、事務費及び人件費だけで年間480万円
を計上するという議員が現れることが想定され、収支報告書により府民に説明責任を果たすという本来の目
的が破綻することになる。

　　　　　　このような脱法行為は到底認められるものではない。
　　　　　　なお、京都市会では「事務所費と人件費の合計金額が交付金の80％を超えるものは目的外支出」とすると

定め実施している。
　　　　ウ　「日本共産党京都府議会議員団の政務活動費の配分」について
　　　　　　日本共産党京都府議会議員団の政務活動費については、議員１人当たり月額54万円のうち、会派に議員１

人当たり月額のうちの48万円、議員個人に６万円を振り分けている。
　　　　　　しかし、政務活動費については、交付条例の第１条に「この条例は、法第100条第14項から第16項までの

規定により、議員の調査研究その他の活動に資するため必要な経費の一部として、政務活動費を交付するこ
とに関し必要な事項を定めるものとする。」とあるように、議員個々人の調査活動などの活発化を促すこと
が趣旨であり、また、交付条例第４条には「会派に所属しない議員（月の初日に会派に所属しない議員に限
る。）に係る政務活動費の額は、月額40万円とする。」と決められているように、政務活動費の多くは議員個
人に按分されるように定めている。

　　　　　　現に他会派の議員には、政務活動費月額54万円のうち、会派に議員１人当たりのうち14万円、議員個人に
は40万円と按分され渡されている。

　　　　　　日本共産党京都府議会議員団のような按分の仕方では、政務活動費が議員個々人の調査活動ということに
ならず、党全体の活動費として使われていることになり、政務活動費支給の本来の趣旨を逸脱しており、目
的外支出であるといわざるを得ない。　　　

　　　　　　実際にも、会派の収支報告書を見ると、例えば、調査研究費や研修費でも、個々の議員の参加率には相当
のバラツキがあり、なおかつ、会派事務局職員は常に参加されているだけでなく、同事務局のみで参加され
ている場合も相当にあるように、個々の議員の政務活動を活性化させるという本来の趣旨に合わない使用実
態になっている。

　　　　　　なお、平成元年６月13日に府議会議長と日本共産党京都府議会議員団に対し、是正の要望書を提出してい
るが、何ら反応がないことも申し添えておく。

　　　　エ　「令和元年度に交付された政務活動費のうち、目的外支出と認められるもの」　　　　
　　　　　ア　「人件費」
　　　　　　　生計を一にする親族の職員雇用で按分率の上限が３分の２を超えて給与が支払われている場合は、３分

の２を超えている部分は不適切な目的外支出である。
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　　　　　（注 ）能勢昌博議員の雇用職員は４人、園崎弘道議員の雇用職員は３人、及び田島祥充議員の雇用職員
は２人であるが、生計を一にする職員が誰か明示がなく不明なので、生計を一にする職員をそれぞ
れ１／４人、１／３人及び１／２人として計算をした。

　　　　　イ　「事務所費、事務費及び人件費の合計額が交付金の80％を超えるもの」
　　　　　　　事務所費、事務費及び人件費の合計額が交付金の80％を超えている場合は、80％を超えている部分は不

適切な目的外支出である。
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　　　　　ウ　「日本共産党京都府議会議員団の政務活動費」
　　　　　　　日本共産党京都府議会議員団の政務活動費の按分方法（会派に議員１人当たり月額48万円、議員個人に

月額６万円）は、政務活動費の本来の趣旨を逸脱しており、目的外支出といわざるを得ない。
　　　　　　　本来の趣旨に従い、少なくとも他会派の配分と同様に議員１人当たり月額40万円、会派には議員１人当

たり月額14万円と配分すべきであり、会派への配分中、議員１人当たり月額34万円（48万円－14万円）は
返還すべきである。

　　⑵　請求人の措置請求
　　　　知事が会派及び各議員に対し、本府の被った下記の損害額の返還を求めるよう勧告することを求める。
　　　　⑴エア513,183円＋⑴エイ2,945,926円＋⑴エウ44,880,000円＝48,339,109円
　　⑶　監査委員の監査に代えて個別外部監査契約に基づく監査を求める理由
　　　　京都市においては、平成18年度に交付された政務調査費に関して、平成20年６月13日、京都市個別外部監査人

により「京都市個別外部監査結果報告書、個別外部監査の結果に関する意見書」が提出された。この京都市個別
外部監査人の意見書が、後の政務調査費の支出の透明性を高めた。

　　　　京都府監査委員においても、京都府個別外部監査人により、より公正で適正な判断が行われるようにすべきで
あり、よって、個別外部監査人による監査を求めるものである。

　４　証する書面の添付　
　　　３による主張を証する書面として、次に掲げる書面の提出があった。
　　　①　令和元年度（2019年度）政務活動費収支報告書、会計帳簿及び事務所状況等説明書
　　　②　平成28年２月４日に出された京都地裁判決の判決文
　　　③　都道府県別の生計を一にする親族の取扱い表
　　　④　京都市の改善後の指針（京都市政務活動費規程）
　　　⑤　議会と日本共産党京都府議会議員団に対する要望書
　　　⑥　令和元年度京都府議・政務活動費表
第２　請求の受理
　　　本件請求については、法第242条に規定する要件を具備しているものと認め、受理した。
第３　監査の実施
　１　個別外部監査契約に基づく監査を行わなかった理由
　　　請求人は、個別外部監査契約に基づく監査を行うよう求めているが、本件監査を行うに当たっては特に専門的な
知識や判断を必要とする事案ではなく、これまで同様の事案について監査委員が監査しており十分知見を有してい
ることから、個別外部監査契約に基づく監査が相当であるとは認められない。

　２　監査対象事項
　　　令和元年度政務活動費に関する該当会派及び議員の事務所費、事務費及び人件費に係る支出に関し、知事に法第
242条第１項に規定する違法又は不当に財産の管理を怠る事実が存するかどうか。

　３　監査対象部局
　　　議会事務局
第４　監査執行の辞退及び監査委員の交替
　　　本件監査において、井上重典監査委員及び岡本和德監査委員から法第199条の２の規定による除斥には該当しな

いが、議員のうちから選出された委員であり、監査の客観性及び公平性に疑念を持たれることのないよう本件監査
の執行を辞退したい旨の申出があり、井上監査委員及び岡本監査委員は本件監査に関与していない。

　　　また、本件監査の途中において、令和３年５月19日付けで両監査委員が退任し、後任として同月20日付けで兎本
和久監査委員及び北岡千はる監査委員が就任したが、除斥には該当しないものの、同様の理由から、本件監査の執
行を辞退したい旨の申出があり、兎本監査委員及び北岡監査委員についても本件監査に関与していない。

第５　請求人の陳述及び証拠の提出　
　　　法第242条第７項の規定により、請求人に対し、令和３年５月12日に陳述及び新たな証拠の提出の機会を与えた
が、同月10日に請求人から陳述をしない旨の連絡を受けた。また、新たな証拠書類は提出されなかった。

第６　関係執行機関の陳述
　１　令和３年５月12日に関係執行機関の職員に対して陳述の聴取を行った。なお、同月11日、請求人から、法第242
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条第８項の規定による請求人の立会いは行わないとする旨の連絡があった。
　２　関係機関の職員４名が出席し、議会事務局長（総務部主査）が請求の要旨に対する次の趣旨の陳述を行った。
　　＜議会事務局長（総務部主査）の陳述＞
　　　政務活動費に関する法の趣旨、府における政務活動費制度の制定・見直しの経過等を説明した上で、住民監査請
求に対する意見を述べたい。

　　　まず、法に基づく政務活動費制度については、平成24年の法の一部改正（以下「改正法」という。）により、そ
れまでの政務調査費制度を見直すかたちで導入され、平成25年３月１日の施行から８年を経過した。

　　　この改正の内容は、それまでの法に基づき、「議会の議員の調査研究に資するため必要な経費」として交付され
ていた政務調査費が、「議会の議員の調査研究その他の活動に資するため必要な経費」として交付される政務活動
費に改正されるとともに、条例で定める事項として、従来からの「交付の対象」、「交付の額」、「交付の方法」に、
「政務活動費を充てることができる経費の範囲」が加えられた。

　　　この条例への委任規定の趣旨については、多数の裁判例において、「各地方公共団体が、それぞれの団体の規模、
地域の実情、議員の調査研究活動の実態等の諸事情を考慮して、その裁量判断により条例をもって定めることがで
きるようにした」ものと解されている。

　　　したがって、法から条例に委任された四つの事項、「交付の対象」、「交付の額」、「交付の方法」及び「政務活動
費を充てることができる経費の範囲」は、いずれも、各自治体の実態等に応じた裁量判断が許容されている事項と
いうことになる。

　　　また、改正法では、新たに、議長は政務活動費の使途の透明性の確保に努めるものとすることが規定された。
　　　この改正の内容については、国会の委員会審査における総務大臣及び修正案提出議員の答弁にその趣旨が述べら
れている。

　　　まず、１つには、議員活動の活性化を図るための使途の拡大ということがある。
　　　委員会質疑において、「政務活動費への改正は、これまで条文上交付目的が調査研究に資するものに限定されて
いた政務調査費について、議員活動の活性化を図るため、「その他の活動」という文言を追加することにより、議
会の議員としての活動である限り使途を拡大できるものとされ、従来、調査研究活動と認められていなかったもの
についても条例で対象とすることができるようになる」と説明されている。

　　　このように、従来、調査研究活動と認められていなかったものについても、条例で政務活動費の対象とすること
ができるようになったことに伴い、透明性の確保が従来にも増して重要になるとの考えから、議長に対する収入、
支出の報告書の提出に加えて、新たに政務活動費の使途の透明性の確保に努める義務を議長に課す規定を追加し、
透明性をより一層確保するものとされた。

　　　また、使途の拡大に関し、衆参両院の委員会において、「政務調査費制度の見直しについては、議員活動の活性
化を図るためにこれを行うものであることを踏まえ、その運用につき国民の批判を招くことのないよう、改正趣旨
の周知徹底と併せ、使途の透明性の向上が図られるよう、特段の配慮を行うことを政府に求める」とする附帯決議
もなされている。

　　　次に、府の政務活動費制度について説明する。
　　　府議会では、平成24年に交付条例を制定し、法からの委任事項などを定めるとともに、交付条例からの委任事項
や各種書類の様式等を定めるため、京都府政務活動費の交付に関する規程（以下「交付規程」という。）を制定し、
さらに、政務活動費の使途基準の考え方や手続上の留意事項などの運用上の指針として政務活動費の運用マニュア
ル（以下「マニュアル」という。）を策定している。政務活動費の支出の適否は、これらの定めに基づいて判断さ
れるべきものと考えている。

　　　当時、これらの条例等の制定に当たり、改正法の趣旨を踏まえ、透明性の確保や説明責任をしっかりと果たすこ
とができるよう、第三者の立場から、有識者にも参画いただいた。

　　　具体的な経過は、平成24年に議会運営委員会に政務活動費検討小委員会を設け、有識者として、弁護士、公認会
計士及び大学教授の３名に参考人として参画いただき、その意見を聴取しながら、新たな政務活動費条例の制定に
向けた検討を行った。

　　　その検討結果を踏まえ、同年12月定例会において、交付条例を制定し、マニュアルについても、平成25年３月に、
小委員会での検討経過や交付条例の制定を踏まえて作成した。

　　　なお、ここで作成したマニュアルは、そもそもは、政務調査費の適正な執行に資するため、平成20年４月に作成
した「政務調査費運用マニュアル」を基本に、所要の改正を行ったものであるが、その平成20年当初の作成の際に
も、前述の有識者３名に参画いただいた経過がある。

　　　次に、府議会における政務活動費制度の見直しについて説明する。
　　　府議会では、政務活動費制度の運用開始後も、更なる説明責任の強化、使途の透明化の向上のための議論を継続
し、平成27年７月、平成30年３月、平成31年４月と、３度にわたり、マニュアル等の改正を行うなど、状況に応じ
た制度の点検・見直しに不断に取り組んでいる。
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　　　具体的には、平成27年７月の改正では、同年５月以後の支出分から、説明責任をいっそう強化するため、事務所
費や人件費の按分率の考え方等を説明する事務所状況等説明書のほか、会計帳簿、印刷物配布費用等説明書、備品
台帳の４種類の説明書類を提出書類に追加するとともに、活動報告書による報告を求める対象経費として、府内で
の宿泊や会費関係に関する支出を追加するなどの見直しを実施している。

　　　また、平成30年３月の改正では、同年４月以後の支出分から、使途の透明性を一層高めるための、領収書等の写
しのホームページ公開を義務付ける条例改正をはじめ、按分の根拠となる事実を示す資料として、事務所の日々の
使用状況や雇用する従事者の日々の勤務状況を記録する「記録簿（日報）」のマニュアル化、按分の考え方等を第
１四半期終了段階で事務局がチェックする「事前確認手続」の導入、親族に対する人件費・事務所費の振込みの徹
底とその証拠書類の提出の義務化などの見直しを実施している。

　　　府議会ではこうした見直しを行ってきたが、平成30年３月に政務活動費に係る住民監査請求を受け、同年５月28
日付けの監査結果において、監査委員から「透明性の更なる向上」に努めるよう要望された。その要望や住民監査
請求の内容を踏まえて、議会運営委員会において、政務活動費制度の検証を実施した結果、住民監査請求におい
て、事務所費・人件費に係る具体的根拠資料が求められたことを考慮し、当該経費に係る府民公開書類を拡充する
など、使途の透明性を向上させるための見直しを行う必要があると答申された。

　　　この検証結果を踏まえた平成31年４月の改正では、令和元年５月以後の支出分から、使途の透明性を一層高める
ため、事務所の賃貸借契約書及び職員の雇用契約書の写し並びに勤務実績表を提出書類に追加した。

　　　なお、追加された提出書類については、ホームページでも公開する取扱いとなっている。
　　　また、視察や調査の内容等を記載する活動報告書について、その活動結果の会派活動・議員活動への生かし方に
ついて、説明責任を果たしやすくするため、活動報告書に成果等を記載できるよう様式の変更も実施し、適用して
いる。

　　　以上のとおり、府の政務活動費制度は、「交付の対象」、「交付の額」、「交付の方法」及び「政務活動費を充てる
ことができる経費の範囲」について、各自治体の実態等に応じた裁量判断が許容されているという、法の趣旨を踏
まえたものとなっており、その上で、法に規定されている透明性の確保の要請にも応えられるよう、第三者である
有識者にも参画いただき、検討・策定されたものである。

　　　また、制度の運用が開始された後も、更なる説明責任の強化、使途の透明性の向上のため、制度の点検・見直し
について、不断に取り組んでいるところである。

　　　ここから今回の住民監査請求に対する意見を申し述べる。
　　　まず、総論としては、請求人は、会派及び議員が果たすべき説明責任に関する意見を述べておられるが、府議会
では、先に述べたとおり、説明責任を適切に果たすための制度の点検・見直しとして、制度創設からの６年間で、
既に３度の見直しを実施するなど、不断に取り組んでいる。

　　　今回、指摘のあった事務所費、事務費及び人件費についても、例えば、按分率の考え方等を説明するための「事
務所状況等説明書」の提出の義務付けを平成27年に実施した後も、更に検証し、事務所の日々の使用状況や雇用す
る従事者の日々の勤務状況を記録するための定型様式を平成30年３月の改正で新たにマニュアルに定めるととも
に、平成31年４月の改正では、事務所の賃貸借契約書及び職員の雇用契約書の写し並びに勤務実績表について、提
出を義務付けるなど、説明責任を一層強化する取組を継続的に行っている。

　　　また、請求人が言及されている後払い制の導入についても、平成29年度に実施した政務活動費制度の点検・見直
しの議論の際に検討した。検討の中では、府議会では、執行残余額が適正に返還されている状況にあることや、後
払い制を府議会において導入した場合には、議員等は多額の経費をいったん立て替える必要があり、活発な政務活
動に支障が生じるという新たな課題が懸念されるということが指摘され、検討結果としては、これらの実情を踏ま
えると、後払い制を導入するべき理由は乏しい現状にあり、後払い制による政務活動費の適正使用の要請について
は、領収書の写し等のホームページでの公開、マニュアルの検証、見直しによる手続の明確化等により担保するこ
とが適当であるとの結論に至ったところである。

　　　使途基準や使途制限の規定に関する第三者の審議に委ねるべきこと等についての意見については、府議会では、
先にも述べたとおり、平成20年の政務調査費運用マニュアルの制定時、また、平成24年の交付条例制定時には、い
ずれも第三者の立場から、有識者に参画いただいた経過がある。

　　　今後も、必要に応じて、適宜、有効な方法で有識者に参画していただき、その際には意見を尊重したいと考える
が、使途基準等は法から条例に委任された事項として、府議会は、府の実態に応じた裁量判断を適切に行う責任が
あるので、審議そのものまでを委ねてしまうものではないものと考える。

　　　ここからは、請求人が指摘される事務所費、事務費及び人件費の支出に関する意見を申し述べる。
　　　まず、人件費の支出に関する意見について、請求人は、生計を一にする親族の職員雇用については、一般の雇用
に比べて、より疑義を生じるおそれが多いためとして、その按分率は３分の２を上限とし、政務活動の割合が明ら
かでない場合の一般の雇用において按分率を２分の１とすべきときは、これが親族の場合には３分の１とすべきで
あるので、これを超える部分については不適切な目的外支出である、との意見を述べられている。
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　　　現時点では、交付条例で定める使途基準においても、その考え方を定めるマニュアルにおいても、生計を一にす
る親族の雇用に係る支出を人件費の対象から除外するとか、按分率を引き下げるとする定めはなく、各自治体の実
態等に応じた裁量判断が許容されている事項として定めた「交付の対象」及び「政務活動費を充てることができる
経費の範囲」に則った支出であるので、不当な点はないものと考える。

　　　次に、請求人の「事務所費と事務費及び人件費の合計金額が交付金の80％を超えるもの」は目的外支出であると
の主張についてである。

　　　請求人の指摘は、「政務活動費を充てることができる経費の範囲」のあり方に関するものと思われるが、これに
ついても、法から条例に委任された事項として、各自治体の実態等に応じた裁量判断が許容されているものである。
現行制度においてこうした事務所費と事務費及び人件費の合計金額の上限額に関する定めはなく、不当な点はない
ものと考える。

　　　なお、平成30年の住民監査請求においても、「事務所費と人件費の合計額の上限として交付額の80％にすべき」
との趣旨を請求人（２名）は主張されており、先程述べた同年の制度の検証に当たっては、その点についても検討
が行われた。その結果、「府議会としては、議員活動を広く認める一方で、どの経費区分に属するものであっても、
使途の透明性の向上を不断に行うことが政務活動費制度の趣旨に則った基本的対応であると認識しており、その意
味で、事務所費と人件費の合計額の交付額に対する上限を定める理由はない。」と確認している。

　　　次に、一部会派における交付金の議員分と会派分の配分方法は本来の趣旨を逸脱している目的外支出であるとの
主張についてである。

　　　請求人の指摘は、「交付の額」及び「交付の方法」のあり方に関するものと思われるが、これについても、これ
まで申し述べたとおり、法から条例に委任された事項として、各自治体の実態等に応じた裁量判断が許容されてい
るものであり、現行制度において認められている以上、不当な点はないものと考える。

　　　府の現行制度については、府議会において適切な裁量判断を行うことができるよう、有識者の参画も得ながら、
議論した上で定めたものであり、会派による交付金の配分制度についても、その際の有識者からの意見は、「議会
・議員活動が、住民福祉の向上を目指し、最も効率よく、より積極的に行われるよう、決められた予算の枠の中で
目的のために最大限使われることが望ましく、各会派の活動がより弾力的となるように会派で配分額を決定される
方法でよい。」というものであった。

　　　また、制定当時において、本府以外の８府県でも会派による交付金の配分制度が採用されているという全国状況
も踏まえたものであった。

　　　なお、平成30年の住民監査請求においても、会派が、議員分と会派分の政務活動費を裁量的に配分できるように
していることに関しては、「議員に多く配分されていない場合、政務活動費が党全体の活動費に使われていること
となり、政務活動費制度の趣旨を逸脱している」との趣旨の請求人の主張があった。

　　　そのため、同年に実施した制度の検証では、この点についても検討され、その結果は、「そもそも会派は、議員
の活動を円滑に行うこと等のために結成される団体であり、会派活動の目的には、所属議員の政策能力の向上に努
めることが含まれるのであって、政党活動の主体たる政党そのものとは異なるものである。」との確認を行い、「政
党の活動費に使われる経費は、政務活動費の使途基準を逸脱し、もとより対象外であり、現行基準上においても、
請求人が主張するようなことは生じない。」、そして「各会派の活動がより弾力的となるように会派で配分額を決定
される方法でよいとする制度制定時の考え方は、引き続き妥当であるため、改正する理由はない。」との結論を得
ている。

　　　また、請求人が述べている要望書の取扱いについては、府議会において令和元年６月13日に受理しており、同月
の25日に議会運営委員会に送付し、同委員会において各委員に対し文書表が配布されていることを申し添える。

　　　なお、府議会としては、今後も更なる説明責任の強化、使途の透明性の向上に向けて、状況に応じた見直しを不
断に実施していく必要があると考えており、有識者についても、必要に応じて、適宜、有効な方法で参画いただき、
議論を進めたいと考えている。

第７　監査の結果
　　　本件請求については、合議により次のとおり決定した。
　　　本件措置請求事項に係る請求人の主張には理由がないものと認め、これを棄却する。
　　　以下、事実関係の確認及び判断について述べる。
　１　事実関係の確認
　　　本件監査は、監査対象事項に関し、交付条例第11条及び交付規程第７条の規定により議長に提出された収支報告
書及び添付書類に加えて、議会事務局を経由して提示のあったマニュアルに基づくその他の書類（議員が整理・保
管すべき証拠書類）を調査するとともに、関係執行機関からの説明の聴取等によって行い、その結果、次の事項を
確認した。

　　⑴　平成24年８月29日に可決・成立し、同年９月５日に公布された改正法により、議員の調査研究に資するための
経費として交付されていた政務調査費は、名称を政務活動費に、その交付目的を議会の議員の調査研究その他の
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活動に資するための経費に改められるとともに、新たに政務活動費を充てることができる経費の範囲を条例で定
めることや、議長に使途の透明性の確保に関する努力義務を課すことが規定されて、平成25年３月１日に施行さ
れた。

　　⑵　この改正法を受け、府議会においては、平成24年11月に議会運営委員会に政務活動費検討小委員会を設置し、
学識経験者の意見も踏まえつつ、新たな政務活動費条例の制定に向けた検討が行われ、平成24年12月府議会にお
いて、交付条例が制定された。

　　　　さらに、政務調査費の使途基準の考え方や手続上の留意事項等の運営指針として、有識者の意見を踏まえつつ、
平成20年４月に作成された政務調査費運用マニュアルについても、交付条例の制定を踏まえて平成25年３月に改
正され、その後も平成27年７月及び平成30年３月に改正された。

　　⑶　平成30年の政務活動費に係る住民監査請求について、同年５月28日付けで監査委員から「透明性の更なる向上」
に努めるよう要望したことを受け、議会運営委員会において政務活動費の検証を実施し、当該経費の府民公開書
類を拡充するなどの見直しを行い、マニュアルは平成31年４月に更に改正された。

　　　　令和元年の政務活動費の支出（以下「元年度支出」という。）の適否については、当該平成31年改正後のマニュ
アルに基づいて判断されている。

　　⑷　政務活動費における人件費については、交付条例で定める使途基準やその考え方を定めるマニュアル等におい
て、生計を一にする親族の雇用に係る支出を人件費の対象から除外することや、按分率を引き下げる等の定めは
ない。

　　⑸　政務活動費における事務所費、事務費及び人件費の合計金額を交付金の80％以内とすることについては、交付
条例、マニュアル等において、事務所費、事務費及び人件費の合計金額の割合の上限を設けていない。

　　⑹　会派による交付金の配分制度を見直すことについては、議会・議員活動が、最も効率よく、より積極的に行わ
れるよう、また、各会派の活動がより弾力的となるように会派で配分額を決定される方法でよいとの有識者の意
見や全国状況も踏まえ、制度改正されていない。

　　⑺　小巻議員に係る元年度支出については、令和元年度の定期監査結果を受け、小巻議員から令和３年３月19日付
けで収支報告書等修正届が提出され、同年５月24日に府に対し当該修正により生じた残余の額が自主的に返還さ
れている。

　　⑻　片山議員に係る元年度支出については、令和元年度の定期監査結果を受け、片山議員から令和３年３月19日付
けで収支報告書等修正届が提出された。

　　　　なお、当該修正により生じる残余の額はなかったものである。
　　⑼　岸本議員に係る元年度支出については、岸本議員から、議員において整理及び保管をすべき書類が散逸した旨

議会事務局に申出があり、交付条例、交付規程及びマニュアルに照らし、改めてその内容を精査の上、令和３年
５月18日付けで収支報告書等修正届が提出され、同年５月24日に府に対し当該修正により生じた残余の額が自主
的に返還されている。

　　⑽　北原議員に係る元年度支出については、北原議員から、会計帳簿に計上した金額に誤りがあった旨議会事務局
に申出があり、交付条例、交付規程及びマニュアルに照らし、改めてその内容を精査の上、令和３年５月20日付
けで収支報告書等修正届が提出され、同年６月２日に府に対し当該修正により生じた残余の額が自主的に返還さ
れている。

　　⑾　関係議員に係る令和元年度政務活動費の交付等の状況及び支出額について、収支報告（⑺、⑻、⑼及び⑽によ
る修正後のもの）等を調査した結果は、別表１及び別表２のとおりである。

　２　判断
　　　上記事実関係を踏まえ、本件監査の判断は、次のとおりである。
　　⑴　請求人の主張する「生計を一にする親族の職員雇用に係る人件費の按分率の上限」、「事務所費、事務費及び人

件費の合計金額の割合の上限」及び「会派における交付金の議員分と会派分の配分方法」は、法が条例に委任す
る「交付の対象」、「交付の額」、「交付の方法」及び「政務活動費に充てることができる経費の範囲」に関する事
項であるが、これらは、「各地方公共団体が、当該地方公共団体の規模、地域の実情、議員の調査研究活動の実
態等の諸事情を考慮して、その裁量判断により条例でもって定めることができるようにしたものと解される」と
の裁判例（平成27年12月24日名古屋高裁判決（平成26年（行コ）第11号）及び京都地裁判決）に鑑み、府議会に
おいては、改正法の趣旨を踏まえて裁量判断を行い、有識者の意見を聴取した上で、交付条例、交付規程、マニュ
アルの制定及び改正を行っており問題はない。

　　⑵　本件請求に係る支出については、政務活動費を充当することができる経費として、⑴に記載の適正な交付条例、
マニュアル等に則った内容で必要書類が議長に提出され、又は議員において整理及び保管がされていることを確
認しており問題はない。

　　⑶　以上のことから、本件支出について、知事が違法又は不当に財産の管理を怠っているとするに足りる事由は認
められない。　
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第８　要望
　　　本件監査の結果は以上のとおりであるが、政務活動費は公金から支出されていることから、その使途について府

民への高い説明責任が求められているところであり、本件請求も踏まえ、今後とも、府民から疑念を持たれること
のないよう、社会情勢の変化に応じた制度のあり方等について不断の見直しを行い、透明性の更なる向上に努めら
れるよう要望する。
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